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２－１５	 公益社団法人に移行したシルバー人材センターの活動状況	

（令和元年度熊本県内）	
	 	

平成 23 年 4 月に菊陽町シルバー人材センターが公益社団法人に移行して以来、令和元年度末

現在、16 のシルバー人材センターが公益社団法人として活動しており、昨年に比べ、受注件数

及び就業延人員は減少したものの、会員数及び契約金額は増加した。	

 移行登記日 ３月末会員数（人） 就業延人員（人日） 受注件数（件） 契約金額（千円） 

熊本市	 H24.4.1	 2,401	 199,187	 19,255	 951,393	

八代市	 H24.4.1	 1,163	 96,099	 4,264	 438,510	

人吉市	 H24.4.1	 350	 33,678	 2,766	 145,571	

荒尾市	 H24.4.1	 425	 49,648	 5,517	 219,952	
水俣市	

・津奈木町	
H24.4.1	 350	 30,968	 1,761	 177,731	

玉名市	 H24.4.1	 419	 40,739	 2,422	 224,668	

山鹿市	 H25.4.1	 586	 58,618	 3,347	 240,059	

菊池市	 H24.4.1	 500	 41,998	 2,903	 193,350	

宇土市	 H25.4.1	 234	 21,625	 1,902	 106,365	

上天草市	 H24.4.1	 214	 24,906	 2,209	 129,649	

宇城市	 H25.4.1	 273	 27,327	 2,612	 123,192	

天草市	 H24.4.1	 661	 63,540	 4,353	 342,391	

合志市	 H24.4.1	 284	 30,001	 3,362	 158,296	

長洲町	 H24.4.1	 178	 17,657	 1,506	 88,673	

大津町	 H24.4.1	 306	 27,318	 1,017	 139,727	

菊陽町	 H23.4.1	 201	 23,301	 980	 89,342	

合	 計	 8,545	 786,610	 60,176	 3,768,870	

	

(参考)平成 30 年度合計	 8,289	 802,651	 61,963	 3,758,008	

	

（資料）公益社団法人全国シルバー人材センター事業協会	

「令和元年度シルバー人材センター事業統計年報」	
	
（担当）熊本県労働雇用創生課	

	

	

	

☆	 シルバー人材センターは、地域の高年齢者が共働共助し合うことによって、高年齢者の就業を

通して福祉の増進を図りながら自主的に運営する団体であり、地域社会に密着した臨時的かつ短

期的な仕事を家庭、事業所、官公庁等から引き受け、これをシルバー人材センターに加入してい

る会員（原則として概ね 60 歳以上）の希望や能力に応じて提供する仕組み。	
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Ⅱ 高齢者の自立支援に向けた取組 

２－１９ 熊本県内地域支援事業の取組状況 

（資料）厚生労働省：介護予防・日常生活支援総合事業（地域支援事業）の実施状況（令和元年度実施

分）に関する調査結果 

（１）介護予防・生活支援サービス事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

（２）一般介護予防事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①　介護予防把握事業の実施状況と情報収集の方法（複数回答）

要介護認
定及び要
支援認定
の担当部
局との連
携による
把握

訪問活動
を実施し
ている保
健部局と
の連携に
よる把握

医療機関
からの情
報提供に
よる把握

民生委員
等地域住
民からの
情報提供
による把
握

地域包括
支援セン
ターの総
合相談支
援業務と
の連携に
よる把握

本人、家
族等から
の相談に
よる把握

特定健康
診査等の
担当部局
との連携
による把
握

その他市
町村が適
当と認め
る方法に
よる把握

実施
市町村数 44 41 35 32 41 44 40 28 13

実施率[%] [97.8%] [91.1%] [77.8%] [71.1%] [91.1%] [97.8%] [88.9%] [62.2%] [28.9%]

介護予防
把握事業

①　訪問型サービス

従前相当
訪問型

サービスＡ
訪問型

サービスB
訪問型

サービスC
訪問型

サービスD
その他

45 835 495 302 13 23 2 0

②　通所型サービス

従前相当
通所型

サービスＡ
通所型

サービスB
通所型

サービスC
その他

実施状況 45 1,140 740 309 17 74 0

③　生活支援サービス

見守り

配食

その他

実施市町
村数
※1

実施箇所数
※2

実施状況

※1　訪問型サービスの実施市町村数は、従前相当、訪問型サービスA～D、およびその他の訪問型サービスのいずれ
かを実施している市町村数を計上している。

※2　実施箇所数は、同一の場所で複数の種類のサービスが実施された場合は、該当するサービスのそれぞれに計上
している。

※1　通所型サービスの実施市町村数は、従前相当、通所型サービスA～C、およびその他の通所型サービスのいずれ
かを実施している市町村数を計上している。

※2　実施箇所数は、同一の場所で複数の種類のサービスが実施された場合は、該当するサービスのそれぞれに計上
している。

実施市町
村数
※1

実施箇所数
※2

実施箇所数

8 9

実施状況

実施状況

13

4

33

5

実施状況

実施市町村数
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②　介護予防普及啓発事業の実施状況と実施内容（複数回答）

実施
市町村数

実施率
開催回数
（回）

参加延人数
（人）

45 100.0%

33 73.3%

22 48.9% 410 8,111

38 84.4% 6,181

22 48.9%

5 11.1% 260その他

介護予防普及啓発事業

パンフレット等の作成・配布

講演会や相談会の開催

介護予防教室等の開催

介護予防事業の実施の記録等を管理す
るための媒体の配布

③　地域介護予防活動支援事業の実施状況と実施内容（複数回答）

実施
市町村数

実施率 開催回数

39 86.7%

32 71.1% 287

29 64.4% 9,799

19 42.2% 15,293

14 31.1% 3,893

10 22.2%

13 28.9%

2 4.4% 349

④　地域リハビリテーション活動支援事業の実施状況

有 無 計

36 9 45

[80.0%] [20.0%] [100.0%]割合［%］

社会参加活動を通じた介護予防に資する地域活動の実
施

介護予防に資する取組への参加やボランティア等への
ポイント付与

高齢者等による介護予防に資するボランティ
ア活動に対するポイントの付与

自らの介護予防のため、介護予防に資する活
動に参加する高齢者等へのポイントの付与

その他

地域介護予防活動支援事業

介護予防に関するボランティア等の人材を育成するた
めの研修

介護予防に資する多様な地域活動組織の育成・支援

市町村数
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②　介護予防普及啓発事業の実施状況と実施内容（複数回答）

実施
市町村数

実施率
開催回数
（回）

参加延人数
（人）

45 100.0%

33 73.3%

22 48.9% 410 8,111

38 84.4% 6,181

22 48.9%

5 11.1% 260その他

介護予防普及啓発事業

パンフレット等の作成・配布

講演会や相談会の開催

介護予防教室等の開催

介護予防事業の実施の記録等を管理す
るための媒体の配布

③　地域介護予防活動支援事業の実施状況と実施内容（複数回答）

実施
市町村数

実施率 開催回数

39 86.7%

32 71.1% 287

29 64.4% 9,799

19 42.2% 15,293

14 31.1% 3,893

10 22.2%

13 28.9%

2 4.4% 349

④　地域リハビリテーション活動支援事業の実施状況

有 無 計

36 9 45

[80.0%] [20.0%] [100.0%]割合［%］

社会参加活動を通じた介護予防に資する地域活動の実
施

介護予防に資する取組への参加やボランティア等への
ポイント付与

高齢者等による介護予防に資するボランティ
ア活動に対するポイントの付与

自らの介護予防のため、介護予防に資する活
動に参加する高齢者等へのポイントの付与

その他

地域介護予防活動支援事業

介護予防に関するボランティア等の人材を育成するた
めの研修

介護予防に資する多様な地域活動組織の育成・支援

市町村数

（３）任意事業 

１．介護給付等費用適正化事業 

ケアプランの点検や被保険者に介護給付費を通知する等により、介護給付及び予防給付にかか

る費用の適正化を図る事業を実施する。 

２．家族介護支援事業 

介護方法の指導その他の要介護被保険者を現に介護する人の支援のため必要な事業を実施する。 

３．その他の事業 

介護保険事業の運営の安定化及び被保険者の地域における自立した日常生活の支援のために必

要な事業を実施する。 

 

●事業の実施状況（市町村数：令和2年度に実施した市町村数）※当初交付申請時 

事 業 名 事 業 例 市町村

数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

任 

 

 

意 

 

 

事 

 

 

業 

介護給付

等費用適

正化事業 

①認定調査状況チェック、②ケアプランの点検、③住宅改修等の点検、

④医療情報との突合・縦覧点検、⑤介護給付費通知 等 31 

家族介護

支援事業 

 

①介護教室の開催 
介護知識・技術の習得や外部サービスの適切な利用等の教室開催 

10 

②認知症高齢者見守り事業 
地域における認知症高齢者の見守り体制の構築を目的とした、広報・

啓発活動、徘徊高齢者を早期発見できる仕組みの構築・運用、ボランテ
ィア等による見守りのための訪問 等 

8 

③家族介護継続支援事業  

・介護者のヘルスチェック、健康相談の実施等 

・介護から一時的に解放するための介護者相互の交流会等の開催 

・介護サービスを受けていない中重度の要介護者を介護する家族を慰労

するための事業 

28 

その他の

事業 

 

①成年後見制度利用支援事業 

成年後見制度の申立に要する経費や成年後見等の報酬の助成等 
32 

②福祉用具・住宅改修支援事業 

福祉用具・住宅改修に関する相談・助言、書類作成経費助成等 
19 

③認知症対応型共同生活介護事業所の家賃等助成事業 

家賃等が困難な低所得者に対し利用負担の軽減を行っている事業者を

対象としての助成 

9 

④認知症サポーター等養成事業 

 認知症キャラバンメイト及び認知症サポーターの養成 
29 

⑤重度のＡＬＳ患者の入院におけるコミュニケーション支援事業 

 重度のＡＬＳ患者の入院における、支援者が患者に付き添いながらの

コミュニケーション支援 

0 

⑥地域自立生活支援事業 

・高齢者の安心な住まいの確保に資する事業 

・介護サービスの質の向上に資する事業 

・地域資源を活用したネットワーク形成に資する事業 

・家庭内の事故等への対応の体制整備に資する事業 

31 
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２－３２　介護サービス事業所数の推移

サービス区分 H22.2.1 H23.2.1 H24.2.1 H25.2.1 H26.2.1 H27.2.1 H28.2.1 H29.2.1 H30.4.1 H31.4.1 R2.4.1 R3.4.1

①居宅サービス 9,248 9,365 9,575 9,736 9,959 10,232 10,431 10,198 10,290 9,359 9,481 9,581 

②（介護予防サービス） (9,306) (9,432) (9,631) (9,753) (9,967) (10,240) (10,438) (10,559) (9,154) (8,217) (8,350) (8,435)

訪問介護 490 513 542 578 611 638 667 673 651 648 641 642 

(介護予防訪問介護) (485) (513) (542) (564) (597) (626) (654) (658)

訪問入浴介護 41 41 39 37 35 33 31 29 27 26 24 23 

(介護予防訪問入浴介護) (40) (40) (36) (33) (32) (29) (27) (26) (20) (19) (19) (18)

訪問看護 1,518 1,522 1,542 1,552 1,585 1,627 1,658 1,686 1,725 1,531 1,567 1,586 

＜うち訪問看護ステーション数＞ ＜113＞ ＜124＞ ＜126＞ ＜130＞ ＜145＞ ＜162＞ ＜171＞ ＜183＞ ＜206＞ ＜229＞ ＜242＞ ＜268＞

(介護予防訪問看護) (1,542) (1,548) (1,568) (1,573) (1,606) (1,649) (1,680) (1,706) (1,718) (1,521) (1,560) (1,578)

訪問リハビリテーション 1,234 1,242 1,258 1,266 1,286 1,311 1,337 1,355 1,375 1,163 1,179 1,183 

(介護予防訪問リハビリテーション) (1,263) (1,272) (1,288) (1,296) (1,316) (1,341) (1,367) (1,384) (1,374) (1,162) (1,179) (1,183)

居宅療養管理指導 2,741 2,759 2,797 2,816 2,866 2,933 2,998 3,066 3,117 3,092 3,152 3,213 

(介護予防居宅療養管理指導) (2,752) (2,770) (2,808) (2,827) (2,878) (2,945) (3,010) (3,078) (3,117) (3,092) (3,151) (3,213)

通所介護 474 526 607 674 741 804 823 452 454 460 463 475 

(介護予防通所介護) (471) (523) (594) (654) (708) (769) (789) (775)

通所リハビリテーション 2,145 2,151 2,165 2,167 2,179 2,205 2,225 2,238 2,251 1,764 1,780 1,777 

(介護予防通所リハビリテーション) (2,154) (2,159) (2,173) (2,173) (2,184) (2,211) (2,230) (2,243) (2,250) (1,763) (1,779) (1,776)

短期入所生活介護 125 126 132 142 152 177 182 182 189 188 189 190 

(介護予防短期入所生活介護) (124) (125) (131) (141) (151) (172) (177) (178) (182) (181) (182) (183)

短期入所療養介護 216 212 208 201 191 191 187 185 175 173 172 171 

(介護予防短期入所療養介護) (213) (209) (205) (196) (187) (188) (183) (181) (172) (170) (169) (168)

特定施設入居者生活介護 17 21 29 36 40 42 42 49 53 54 56 58 

(介護予防特定施設入居者生活介護) (15) (19) (27) (33) (38) (39) (39) (46) (49) (50) (53) (54)

福祉用具貸与 122 123 124 134 137 136 141 142 138 132 130 132 

(介護予防福祉用具貸与) (123) (126) (128) (131) (135) (136) (142) (143) (137) (131) (130) (132)

特定福祉用具販売 125 129 132 133 136 135 140 141 135 128 128 131 

(特定介護予防福祉用具販売) (124) (128) (131) (132) (135) (135) (140) (141) (135) (128) (128) (130)

③居宅介護支援 623 633 657 685 713 730 755 769 772 738 767 761 

④施設サービス 204 205 209 213 215 232 234 233 239 298 296 294 

介護老人福祉施設 116 116 118 120 122 135 137 136 138 138 139 139 

介護老人保健施設 88 89 91 93 93 97 97 97 101 98 95 95 

介護療養型医療施設 112 106 98 93 85 79 75 72 63 53 35 28 

介護医療院 9 27 32 

⑤地域密着型サービス 332 383 435 486 518 576 594 978 949 956 1,019 1,015 

⑥（地域密着型介護予防サービス） (310) (353) (395) (428) (442) (457) (470) (478) (425) (424) (495) (487)

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 1 8 9 8 10 9 8 9 12 

夜間対応型訪問介護 2 1 2 2 2 2 2 2 1  

地域密着型通所介護 365 338 345 379 376 

認知症対応型通所介護 80 95 101 104 104 104 108 106 94 86 109 99 

(介護予防認知症対応型通所介護) (78) (90) (97) (100) (100) (100) (104) (103) (87) (78) (103) (94)

小規模多機能型居宅介護 67 80 96 126 130 138 145 150 148 149 149 148 

(介護予防小規模多機能型居宅介護) (63) (75) (91) (119) (123) (131) (136) (140) (131) (128) (142) (140)

認知症対応型共同生活介護 169 190 209 214 224 231 236 243 248 255 257 260 

(介護予防認知症対応型共同生活介護) (169) (188) (207) (209) (219) (226) (230) (235) (207) (218) (250) (253)

地域密着型特定施設入居者生活介護 8 9 11 12 12 12 12 13 13 13 13 13 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 6 8 16 27 37 75 78 83 89 89 91 94 

看護小規模多機能型居宅介護 0 1 5 5 6 9 11 12 13 

⑦（介護予防支援） (83) (84) (84) (82) (81) (81) (82) (83) (89) (90) (90) (90)

介護サービス事業所等の合計（①＋③＋④＋⑤） 10,407 10,586 10,876 11,120 11,405 11,770 12,014 12,178 12,250 11,351 11,563 11,651 

うち訪問看護ステーション数 ＜113＞ ＜124＞ ＜126＞ ＜130＞ ＜145＞ ＜162＞ ＜171＞ ＜183＞ ＜206＞ ＜229＞ ＜242＞ ＜268＞

介護予防サービス事業所等の合計（②＋⑥＋⑦） (9,699) (9,869) (10,110) (10,263) (10,490) (10,778) (10,990) (11,120) (9,668) (8,731) (8,935) (9,012)

全合計（①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦） 20,106 20,455 20,986 21,383 21,895 22,548 23,004 23,298 21,918 20,082 20,498 20,663 

（資料）熊本県高齢者支援課、認知症対策・地域ケア推進課調べ
（注）介護予防訪問介護及び介護予防通所介護は、平成30年4月より制度上廃止。介護医療院は平成３０年度新設。

（担当）熊本県高齢者支援課、認知症対策・地域ケア推進課
　　　　　（　）内は介護予防事業所の数を別掲したもの

介護保険法に基づき介護サービスを提供する事業所・施設は、厚生労働大臣が定める基準を満たすものとして、都道府県知事（地域密着型サービ
スにあっては市町村長）の指定を受けなければならない。
平成12年4月の制度開始以来、指定居宅サービス事業所及び居宅介護支援事業所の数は年々増加してきたが、近年は延びが鈍化しており減少に転じ

たサービスもある。
施設サービスについては、介護療養型医療施設数が減少しているが、介護老人福祉施設、介護老人保健施設及び介護医療院については、介護保険

事業計画の下で整備が行われている。なお、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護事業所は、平成26
年4月以降、従来型部分とユニット型部分を区分してそれぞれ指定（許可）している。
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２－３３　熊本県内サービス別・圏域別指定事業所数

（令和3年4月1日現在）

熊本 宇城 玉名 鹿本 菊池 阿蘇 上益城 八代 芦北 球磨 天草 小計
医療機関
等みなし

合計

①居宅サービス 862 148 201 64 200 79 116 210 63 131 155 2,229 7,352 9,581 

②（介護予防サービス） (420) (59) (83) (31) (89) (39) (62) (92) (37) (72) (86) (1,070) (7,365) (8,435)

訪問介護 267 50 61 16 54 19 27 67 14 32 35 642 642 

訪問入浴介護 5 1 2 1 2 2 1 2 2 2 3 23 23 

(介護予防訪問入浴介護) (5) (1) (2) (1) (2) (1) (2) (2) (1) (1) (18) (18)

訪問看護 120 14 22 4 26 6 17 21 8 17 13 268 1,318 1,586 

(介護予防訪問看護) (113) (13) (22) (4) (25) (6) (17) (21) (7) (17) (13) (258) (1,320) (1,578)

訪問リハビリテーション 10 1 2 3 1 2 1 3 0 0 5 28 1,155 1,183 

(介護予防訪問リハビリテーション) (10) (1) (1) (3) (1) (2) (1) (3)  (4) (26) (1,157) (1,183)

居宅療養管理指導 4 2 1 1 1 0 2 0 1 1 0 13 3,200 3,213 

(介護予防居宅療養管理指導) (1)     (1)   (1) (3) (3,210) (3,213)

通所介護 161 36 55 14 52 19 24 50 10 23 31 475 475 

通所リハビリテーション 29 6 11 3 8 4 6 9 4 8 10 98 1,679 1,777 

(介護予防通所リハビリテーション) (29) (6) (11) (3) (8) (4) (6) (9) (4) (8) (10) (98) (1,678) (1,776)

短期入所生活介護 47 15 16 7 17 13 14 16 8 18 19 190 190 

(介護予防短期入所生活介護) (47) (15) (16) (5) (15) (12) (14) (16) (8) (16) (19) (183) (183)

短期入所療養介護 58 10 16 6 13 6 12 11 8 11 20 171 171 

(介護予防短期入所療養介護) (56) (10) (16) (6) (13) (6) (12) (11) (8) (10) (20) (168) (168)

特定施設入居者生活介護 38 1 1 1 2 2 4 3 0 3 3 58 58 

(介護予防特定施設入居者生活介護) (36) (1) (1) (1) (1) (2) (3) (3) (3) (3) (54) (54)

福祉用具貸与 62 6 7 4 12 3 4 14 4 8 8 132 132 

(介護予防福祉用具貸与) (62) (6) (7) (4) (12) (3) (4) (14) (4) (8) (8) (132) (132)

特定福祉用具販売 61 6 7 4 12 3 4 14 4 8 8 131 131 

(特定介護予防福祉用具販売) (61) (6) (7) (4) (12) (3) (4) (13) (4) (8) (8) (130) (130)

③居宅介護支援 264 41 70 30 65 41 43 67 28 47 65 761 761 

④施設サービス 81 20 30 11 21 13 21 25 13 24 35 294 294 

介護老人福祉施設 35 10 14 7 9 7 9 14 6 12 16 139 139 

介護老人保健施設 27 6 10 3 7 4 6 9 3 8 12 95 95 

介護療養型医療施設 8 1 4 0 3 2 3 1 2 1 3 28 28 

介護医療院 11 3 2 1 2 0 3 1 2 3 4 32 32 

⑤地域密着型サービス 351 71 79 36 91 47 47 86 36 64 107 1,015 1,015 

⑥（地域密着型介護予防サービス） (159) (36) (42) (24) (33) (23) (24) (39) (21) (26) (60) (487) (487)

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 3 1 0 1 3 1 0 1 1 1 0 12 12 

夜間対応型訪問介護      

地域密着型通所介護 151 22 28 10 38 14 13 39 8 21 32 376 376 

認知症対応型通所介護 38 4 7 3 7 6 4 7 3 3 17 99 99 

(介護予防認知症対応型通所介護) (35) (4) (7) (3) (6) (6) (4) (7) (3) (2) (17) (94) (94)

小規模多機能型居宅介護 52 15 9 12 8 4 7 10 3 13 15 148 148 

(介護予防小規模多機能型居宅介護) (49) (13) (9) (12) (8) (4) (6) (10) (3) (11) (15) (140) (140)

認知症対応型共同生活介護 78 19 26 9 19 13 15 22 15 16 28 260 260 

(介護予防認知症対応型共同生活介護) (75) (19) (26) (9) (19) (13) (14) (22) (15) (13) (28) (253) (253)

地域密着型特定施設入居者生活介護 2 3 1 0 0 1 0 1 2 1 2 13 13 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 18 7 8 1 14 8 7 5 4 9 13 94 94 

看護小規模多機能型居宅介護 9 0 0 0 2 0 1 1 0 0 0 13 13 

⑦（介護予防支援） (28) (3) (6) (1) (4) (12) (7) (8) (3) (9) (9) (90) (90)

介護サービス事業所等の合計（①＋③＋④＋⑤） 1,558 280 380 141 377 180 227 388 140 266 362 4,299 7,352 11,651 

介護予防サービス事業所等の合計（②＋⑥＋⑦） (607) (98) (131) (56) (126) (74) (93) (139) (61) (107) (155) (1,647) (7,365) (9,012)

全合計（①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦） 2,165 378 511 197 503 254 320 527 201 373 517 5,946 14,717 20,663 

介護保険法に基づき介護サービスを提供する事業所・施設は、厚生労働大臣が定める基準を満たすものとして、都道府県知事（地域密着型サー
ビスにあっては市町村長）の指定を受けなければならない。

事業所等の指定には、事業所・施設の運営主体の申請による指定と、特例による「みなし指定」がある。訪問看護、訪問リハビリテーション、
通所リハビリテーション及び居宅療養管理指導は、健康保険法による保健医療機関等の指定を受けることにより指定介護サービス事業所としてみ
なされる（表中「医療機関等みなし」と表示）。

令和3年4月1日現在で、医療機関等みなし指定事業所を除いた居宅サービス事業所、介護予防サービス事業所、居宅介護支援事業所、介護保険施
設、地域密着型サービス事業所、介護予防地域密着型サービス事業所及び介護予防支援事業所の合計は5,946事業所である。

（資料）熊本県高齢者支援課、認知症対策・地域ケア推進課調べ
（注）介護保険施設におけるみなし指定事業所（介護老人保健施設における通所リハビリテーション及び短期入所療養介護、介護療養型医療

施設における短期入所療養介護事業所）の数は、別掲せず計上している。
（ ）内は介護予防事業所の数を別掲したもの

（担当）熊本県高齢者支援課、認知症対策・地域ケア推進課
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２－３３　熊本県内サービス別・圏域別指定事業所数

（令和3年4月1日現在）

熊本 宇城 玉名 鹿本 菊池 阿蘇 上益城 八代 芦北 球磨 天草 小計
医療機関
等みなし

合計

①居宅サービス 862 148 201 64 200 79 116 210 63 131 155 2,229 7,352 9,581 

②（介護予防サービス） (420) (59) (83) (31) (89) (39) (62) (92) (37) (72) (86) (1,070) (7,365) (8,435)

訪問介護 267 50 61 16 54 19 27 67 14 32 35 642 642 

訪問入浴介護 5 1 2 1 2 2 1 2 2 2 3 23 23 

(介護予防訪問入浴介護) (5) (1) (2) (1) (2) (1) (2) (2) (1) (1) (18) (18)

訪問看護 120 14 22 4 26 6 17 21 8 17 13 268 1,318 1,586 

(介護予防訪問看護) (113) (13) (22) (4) (25) (6) (17) (21) (7) (17) (13) (258) (1,320) (1,578)

訪問リハビリテーション 10 1 2 3 1 2 1 3 0 0 5 28 1,155 1,183 

(介護予防訪問リハビリテーション) (10) (1) (1) (3) (1) (2) (1) (3)  (4) (26) (1,157) (1,183)

居宅療養管理指導 4 2 1 1 1 0 2 0 1 1 0 13 3,200 3,213 

(介護予防居宅療養管理指導) (1)     (1)   (1) (3) (3,210) (3,213)

通所介護 161 36 55 14 52 19 24 50 10 23 31 475 475 

通所リハビリテーション 29 6 11 3 8 4 6 9 4 8 10 98 1,679 1,777 

(介護予防通所リハビリテーション) (29) (6) (11) (3) (8) (4) (6) (9) (4) (8) (10) (98) (1,678) (1,776)

短期入所生活介護 47 15 16 7 17 13 14 16 8 18 19 190 190 

(介護予防短期入所生活介護) (47) (15) (16) (5) (15) (12) (14) (16) (8) (16) (19) (183) (183)

短期入所療養介護 58 10 16 6 13 6 12 11 8 11 20 171 171 

(介護予防短期入所療養介護) (56) (10) (16) (6) (13) (6) (12) (11) (8) (10) (20) (168) (168)

特定施設入居者生活介護 38 1 1 1 2 2 4 3 0 3 3 58 58 

(介護予防特定施設入居者生活介護) (36) (1) (1) (1) (1) (2) (3) (3) (3) (3) (54) (54)

福祉用具貸与 62 6 7 4 12 3 4 14 4 8 8 132 132 

(介護予防福祉用具貸与) (62) (6) (7) (4) (12) (3) (4) (14) (4) (8) (8) (132) (132)

特定福祉用具販売 61 6 7 4 12 3 4 14 4 8 8 131 131 

(特定介護予防福祉用具販売) (61) (6) (7) (4) (12) (3) (4) (13) (4) (8) (8) (130) (130)

③居宅介護支援 264 41 70 30 65 41 43 67 28 47 65 761 761 

④施設サービス 81 20 30 11 21 13 21 25 13 24 35 294 294 

介護老人福祉施設 35 10 14 7 9 7 9 14 6 12 16 139 139 

介護老人保健施設 27 6 10 3 7 4 6 9 3 8 12 95 95 

介護療養型医療施設 8 1 4 0 3 2 3 1 2 1 3 28 28 

介護医療院 11 3 2 1 2 0 3 1 2 3 4 32 32 

⑤地域密着型サービス 351 71 79 36 91 47 47 86 36 64 107 1,015 1,015 

⑥（地域密着型介護予防サービス） (159) (36) (42) (24) (33) (23) (24) (39) (21) (26) (60) (487) (487)

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 3 1 0 1 3 1 0 1 1 1 0 12 12 

夜間対応型訪問介護      

地域密着型通所介護 151 22 28 10 38 14 13 39 8 21 32 376 376 

認知症対応型通所介護 38 4 7 3 7 6 4 7 3 3 17 99 99 

(介護予防認知症対応型通所介護) (35) (4) (7) (3) (6) (6) (4) (7) (3) (2) (17) (94) (94)

小規模多機能型居宅介護 52 15 9 12 8 4 7 10 3 13 15 148 148 

(介護予防小規模多機能型居宅介護) (49) (13) (9) (12) (8) (4) (6) (10) (3) (11) (15) (140) (140)

認知症対応型共同生活介護 78 19 26 9 19 13 15 22 15 16 28 260 260 

(介護予防認知症対応型共同生活介護) (75) (19) (26) (9) (19) (13) (14) (22) (15) (13) (28) (253) (253)

地域密着型特定施設入居者生活介護 2 3 1 0 0 1 0 1 2 1 2 13 13 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 18 7 8 1 14 8 7 5 4 9 13 94 94 

看護小規模多機能型居宅介護 9 0 0 0 2 0 1 1 0 0 0 13 13 

⑦（介護予防支援） (28) (3) (6) (1) (4) (12) (7) (8) (3) (9) (9) (90) (90)

介護サービス事業所等の合計（①＋③＋④＋⑤） 1,558 280 380 141 377 180 227 388 140 266 362 4,299 7,352 11,651 

介護予防サービス事業所等の合計（②＋⑥＋⑦） (607) (98) (131) (56) (126) (74) (93) (139) (61) (107) (155) (1,647) (7,365) (9,012)

全合計（①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦） 2,165 378 511 197 503 254 320 527 201 373 517 5,946 14,717 20,663 

介護保険法に基づき介護サービスを提供する事業所・施設は、厚生労働大臣が定める基準を満たすものとして、都道府県知事（地域密着型サー
ビスにあっては市町村長）の指定を受けなければならない。

事業所等の指定には、事業所・施設の運営主体の申請による指定と、特例による「みなし指定」がある。訪問看護、訪問リハビリテーション、
通所リハビリテーション及び居宅療養管理指導は、健康保険法による保健医療機関等の指定を受けることにより指定介護サービス事業所としてみ
なされる（表中「医療機関等みなし」と表示）。

令和3年4月1日現在で、医療機関等みなし指定事業所を除いた居宅サービス事業所、介護予防サービス事業所、居宅介護支援事業所、介護保険施
設、地域密着型サービス事業所、介護予防地域密着型サービス事業所及び介護予防支援事業所の合計は5,946事業所である。

（資料）熊本県高齢者支援課、認知症対策・地域ケア推進課調べ
（注）介護保険施設におけるみなし指定事業所（介護老人保健施設における通所リハビリテーション及び短期入所療養介護、介護療養型医療

施設における短期入所療養介護事業所）の数は、別掲せず計上している。
（ ）内は介護予防事業所の数を別掲したもの

（担当）熊本県高齢者支援課、認知症対策・地域ケア推進課
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２－３７ 財政安定化基金制度 

○ 各市町村の介護保険財政が安定的に運営されるように、市町村が通常の努力を行ってもなお生じる保険料

未納や給付費の見込誤りなどによる財政不足について、県が設置する財政安定化基金から、資金の貸付・交

付を受けることができる制度 
○ 財政安定化基金の財源は、国・県・市町村が3分の1ずつ負担する。市町村が負担する財政安定化基金拠出

金は、市町村が計画期間（3年間）に見込む介護サービス等費用の見込額に拠出率を乗じた額で、国及び県

は、毎年度、市町村の拠出金とほぼ同額を負担することになっている。 
  なお、基金残額と今後の貸付・交付の見込から、平成20年度以降の拠出金の積立を休止している。 

（拠出率）  第1期計画期間（平成12～14年度）：介護サービス等費用見込額の0.5％ 

第2期計画期間（平成15～17年度）：介護サービス等費用見込額の0.1％ 

第3期計画期間（平成18～20年度）：介護サービス等費用見込額の0.1％ 

    ＊熊本県介護保険財政安定化基金条例第3条により、平成20年度以降の拠出率は0とされている。 

 ○ 貸付の要件 

貸付は年度を単位とした保険料収納率低下や給付費増等による財政不足について行う。 
要件は、1、2年度目はその年度に財政不足が見込まれること。3年度目は計画期間を通じた財政不足が見

込まれること。貸付金は、次期計画期間で3分の1ずつ償還（無利子）する（令和3年度から、特例的に6
年、9年間にわたる償還も認められている）。 

 ○ 交付の要件 

交付は計画期間を単位として保険料収納率低下による財政不足について、3年度目に行う。 

   計画期間を通じて、①保険料収入額の実績額が予定額を下回りかつ、②基金の対象事業（※1）について収

入額が費用額を下回ることが見込まれることが要件となる。交付額は原則として保険料不足額の2分の1だ

が、①＞②の場合は財政不足額の2分の1となる。 

  （※1）基金の対象事業・・・標準給付費額、地域支援事業に要する費用と財政安定化基金の拠出金・償還金の合

計（基金事業対象事業の費用額・収入額）について生じた財政不足が対象。市町村の判断による独自給付

分は対象外 

 

  

27%

23% 第１号被保険者保険料

第２号被保険者保険料
（医療保険上乗せ徴収。支払基金から交付。）

公費（国・県・市町村負担）

国の調整交付金（約５％）

50%

見込まれた給付費

実際の給付費

保険料未納による財政不足
実際に徴収された保険料

精算

交付

交付・貸付

対象部分

給付費増による財政不足
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１ 積立実績 

（単位：円）  

 
２ 貸付・交付実績 

（単位：円） 

 
（資料）熊本県認知症対策・地域ケア推進課調べ （注）団体数は各期末時点による。 

国 熊本県 市町村 拠出額計 運用利息 積立額計

平成12年度 439,837,430 439,837,562 439,837,496 1,319,512,488 0 1,319,512,488

平成13年度 439,837,430 439,837,364 439,837,397 1,319,512,191 4,062,923 1,323,575,114

平成14年度 439,837,430 439,837,364 439,837,397 1,319,512,191 5,286,809 1,324,799,000

第１期計 1,319,512,290 1,319,512,290 1,319,512,290 3,958,536,870 9,349,732 3,967,886,602

平成15年度 111,111,768 111,111,768 111,111,833 333,335,369 3,596,139 336,931,508

平成16年度 111,111,768 111,111,768 111,111,735 333,335,271 4,641,626 337,976,897

平成17年度 111,111,767 111,111,767 111,111,735 333,335,269 6,410,883 339,746,152

第２期計 333,335,303 333,335,303 333,335,303 1,000,005,909 14,648,648 1,681,325,163

平成18年度 123,671,962 123,671,962 123,671,998 371,015,922 15,769,829 386,785,751

平成19年度 123,671,961 123,671,961 123,671,943 371,015,865 35,174,644 406,190,509

平成20年度 - - - 0 45,275,063 45,275,063

第３期計 247,343,923 247,343,923 247,343,941 742,031,787 96,219,536 838,251,323

平成21年度 - - - - 34,881,664 34,881,664

平成22年度 - - - - 41,709,365 41,709,365

平成23年度 - - - - 27,077,292 27,077,292

第４期計 0 0 0 0 103,668,321 103,668,321

平成24年度 - - - - 14,151,406 14,151,406

平成25年度 - - - - 6,884,676 6,884,676

平成26年度 - - - - 7,551,288 7,551,288

第５期計 0 0 0 0 28,587,370 28,587,370

平成27年度 - - - - 10,491,896 10,491,896

平成28年度 - - - - 11,821,200 11,821,200

平成29年度 - - - - 7,562,124 7,562,124

第６期計 0 0 0 0 29,875,220 29,875,220

平成30年度 - - - - 7,533,125 7,533,125

令和元年度 - - - - 8,265,377 8,265,377

令和２年度 - - - - 10,204,332 10,204,332

第７期計 0 0 0 0 26,002,834 26,002,834

2,174,117,787令和２年度末基金残高

区分 金額 団体数

　第１期（平成12～14年度） 2,013,828,000円

　（内訳）平成12年度 63,600,000円 5市町村

　　　　　平成13年度 687,482,000円 37市町村

　　　　　平成14年度 　　　　1,262,746,000円 55市町村

　第２期（平成15～17年度）   697,949,000円

　（内訳）平成15年度 145,628,000円 13市町村

　　　　　平成16年度 320,703,000円 16市町村

　　　　　平成17年度 231,618,000円 11市町村

　第３期（平成18～20年度）             0円

　第４期（平成21～23年度）   130,000,000円

  （内訳）平成23年度 　　　　　130,000,000円 1市

　第５期（平成24～26年度）    73,700,000円

  （内訳）平成25年度 　　　　　 43,000,000円 2町

　　　　　平成26年度 　　　　　 30,700,000円 2町村

　第６期（平成27～29年度）    59,500,000円

  （内訳）平成28年度 　　　　　　24,500,000円 2町

  （内訳）平成29年度 　　　　　　35,000,000円 2町

　第７期（平成30～令和２年度）    16,000,000円

  （内訳）令和２年度 　　　　　16,000,000円 1町

　第１期（平成14年度） 85,579,892円 27市町村

　第２期（平成17年度） 71,476,963円 10市町村

　第３期（平成20年度） 0円 該当無し

　第４期（平成23年度） 0円 該当無し

　第５期（平成26年度） 0円 該当無し

　第６期（平成29年度） 1,751,585円 1町

　第７期（令和２年度） 0円 該当無し

財政安定化基金貸付金

財政安定化基金交付金
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１ 積立実績 

（単位：円）  

 
２ 貸付・交付実績 

（単位：円） 

 
（資料）熊本県認知症対策・地域ケア推進課調べ （注）団体数は各期末時点による。 

国 熊本県 市町村 拠出額計 運用利息 積立額計

平成12年度 439,837,430 439,837,562 439,837,496 1,319,512,488 0 1,319,512,488

平成13年度 439,837,430 439,837,364 439,837,397 1,319,512,191 4,062,923 1,323,575,114

平成14年度 439,837,430 439,837,364 439,837,397 1,319,512,191 5,286,809 1,324,799,000

第１期計 1,319,512,290 1,319,512,290 1,319,512,290 3,958,536,870 9,349,732 3,967,886,602

平成15年度 111,111,768 111,111,768 111,111,833 333,335,369 3,596,139 336,931,508

平成16年度 111,111,768 111,111,768 111,111,735 333,335,271 4,641,626 337,976,897

平成17年度 111,111,767 111,111,767 111,111,735 333,335,269 6,410,883 339,746,152

第２期計 333,335,303 333,335,303 333,335,303 1,000,005,909 14,648,648 1,681,325,163

平成18年度 123,671,962 123,671,962 123,671,998 371,015,922 15,769,829 386,785,751

平成19年度 123,671,961 123,671,961 123,671,943 371,015,865 35,174,644 406,190,509

平成20年度 - - - 0 45,275,063 45,275,063

第３期計 247,343,923 247,343,923 247,343,941 742,031,787 96,219,536 838,251,323

平成21年度 - - - - 34,881,664 34,881,664

平成22年度 - - - - 41,709,365 41,709,365

平成23年度 - - - - 27,077,292 27,077,292

第４期計 0 0 0 0 103,668,321 103,668,321

平成24年度 - - - - 14,151,406 14,151,406

平成25年度 - - - - 6,884,676 6,884,676

平成26年度 - - - - 7,551,288 7,551,288

第５期計 0 0 0 0 28,587,370 28,587,370

平成27年度 - - - - 10,491,896 10,491,896

平成28年度 - - - - 11,821,200 11,821,200

平成29年度 - - - - 7,562,124 7,562,124

第６期計 0 0 0 0 29,875,220 29,875,220

平成30年度 - - - - 7,533,125 7,533,125

令和元年度 - - - - 8,265,377 8,265,377

令和２年度 - - - - 10,204,332 10,204,332

第７期計 0 0 0 0 26,002,834 26,002,834

2,174,117,787令和２年度末基金残高

区分 金額 団体数

　第１期（平成12～14年度） 2,013,828,000円

　（内訳）平成12年度 63,600,000円 5市町村

　　　　　平成13年度 687,482,000円 37市町村

　　　　　平成14年度 　　　　1,262,746,000円 55市町村

　第２期（平成15～17年度）   697,949,000円

　（内訳）平成15年度 145,628,000円 13市町村

　　　　　平成16年度 320,703,000円 16市町村

　　　　　平成17年度 231,618,000円 11市町村

　第３期（平成18～20年度）             0円

　第４期（平成21～23年度）   130,000,000円

  （内訳）平成23年度 　　　　　130,000,000円 1市

　第５期（平成24～26年度）    73,700,000円

  （内訳）平成25年度 　　　　　 43,000,000円 2町

　　　　　平成26年度 　　　　　 30,700,000円 2町村

　第６期（平成27～29年度）    59,500,000円

  （内訳）平成28年度 　　　　　　24,500,000円 2町

  （内訳）平成29年度 　　　　　　35,000,000円 2町

　第７期（平成30～令和２年度）    16,000,000円

  （内訳）令和２年度 　　　　　16,000,000円 1町

　第１期（平成14年度） 85,579,892円 27市町村

　第２期（平成17年度） 71,476,963円 10市町村

　第３期（平成20年度） 0円 該当無し

　第４期（平成23年度） 0円 該当無し

　第５期（平成26年度） 0円 該当無し

　第６期（平成29年度） 1,751,585円 1町

　第７期（令和２年度） 0円 該当無し

財政安定化基金貸付金

財政安定化基金交付金
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年度 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 合計

サービスの内容関係 123 62 63 50 47 33 54 31 31 24 518

サービスの量（不足）関係 14 5 2 5 1 2 4 16 3 9 61

契約関係 7 10 7 11 5 6 7 13 8 4 78

介護報酬（利用者負担）関係 20 16 15 11 3 4 8 18 9 5 109

保険料関係 7 3 0 0 2 2 3 2 3 0 22

要介護認定関係 12 13 3 4 5 1 3 5 6 4 56

その他 17 58 61 36 44 52 54 47 55 37 461

合計 200 167 151 117 107 100 133 132 115 83 1,305

うち苦情申立件数 2 1 1 1 0 2 1 0 3 2 13

（資料）熊本県国民健康保険団体連合会調べ

 

（注）　苦情申立件数：相談窓口で受け付けた相談の中から、利用者等が正式な苦情として申し立て、熊本県国民健康
      保険団体連合会がその内容について事業者に対して調査、指導等を行ったもの

２－４１　介護保険に関する苦情・相談の推移（熊本県）

■国民健康保険団体連合会の苦情処理の状況（熊本県）

介護保険法で苦情処理機関と位置づけられている国民健康保険団体連合会に寄せられた苦情・相談等の数について、内
容毎に集計したもの。
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年度 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 合計

サービスの内容関係 123 62 63 50 47 33 54 31 31 24 518

サービスの量（不足）関係 14 5 2 5 1 2 4 16 3 9 61

契約関係 7 10 7 11 5 6 7 13 8 4 78

介護報酬（利用者負担）関係 20 16 15 11 3 4 8 18 9 5 109

保険料関係 7 3 0 0 2 2 3 2 3 0 22

要介護認定関係 12 13 3 4 5 1 3 5 6 4 56

その他 17 58 61 36 44 52 54 47 55 37 461

合計 200 167 151 117 107 100 133 132 115 83 1,305

うち苦情申立件数 2 1 1 1 0 2 1 0 3 2 13

（資料）熊本県国民健康保険団体連合会調べ

 

（注）　苦情申立件数：相談窓口で受け付けた相談の中から、利用者等が正式な苦情として申し立て、熊本県国民健康
      保険団体連合会がその内容について事業者に対して調査、指導等を行ったもの

２－４１　介護保険に関する苦情・相談の推移（熊本県）

■国民健康保険団体連合会の苦情処理の状況（熊本県）

介護保険法で苦情処理機関と位置づけられている国民健康保険団体連合会に寄せられた苦情・相談等の数について、内
容毎に集計したもの。
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２－５２　介護保険施設の整備状況（熊本県内市町村別）

（令和3年4月1日現在）

市町村 市町村

施設
数

定員
施設
数

定員
施設
数

定員
施設
数

定員
施設
数

定員
施設
数

定員

熊 本 市 35 ( 18 ) 1,964 ( 460 ) 27 2,024 8 217 11 529 水 俣 市 2 ( 3 ) 120 ( 87 ) 2 170 1 30 2 160

宇 土 市 1 ( 2 ) 110 ( 58 ) 3 110 芦 北 町 2 135 1 80 1 15

宇 城 市 5 ( 5 ) 400 ( 118 ) 2 183 1 19 津奈木町 2 ( 1 ) 65 ( 29 )

美 里 町 4 120 2 65 3 180 人 吉 市 2 ( 2 ) 147 ( 39 ) 4 219 1 13 3 130

荒 尾 市 3 ( 0 ) 179 ( 0 ) 2 166 1 11 1 58 錦 町 1 ( 1 ) 50 ( 29 ) 1 18

玉 名 市 6 ( 6 ) 290 ( 127 ) 6 348 1 57 1 54 あさぎり町 3 ( 3 ) 110 ( 69 )

玉 東 町 1 60 多良木町 2 60 1 90

南 関 町 1 ( 1 ) 30 ( 29 ) 湯 前 町 1 90

長 洲 町 1 50 1 78 2 63 水 上 村 1 ( 1 ) 30 ( 29 )

和 水 町 2 160 1 78 相 良 村 1 ( 1 ) 40 ( 10 ) 1 60

山 鹿 市 7 ( 1 ) 359 ( 20 ) 3 256 1 8 五 木 村

菊 池 市 4 ( 7 ) 200 ( 170 ) 2 130 1 10 2 61 山 江 村 1 60

合 志 市 3 ( 4 ) 170 ( 116 ) 3 225 1 11 球 磨 村 1 ( 1 ) 40 ( 20 )

大 津 町 1 ( 1 ) 110 ( 29 ) 1 86 天 草 市 11 ( 9 ) 625 ( 222 ) 7 378 2 12 3 92

菊 陽 町 1 ( 2 ) 50 ( 58 ) 1 85 1 50 上天草市 4 ( 3 ) 190 ( 60 ) 3 190 1 12

阿 蘇 市 2 ( 2 ) 130 ( 58 ) 2 205 2 55 苓 北 町 1 ( 1 ) 30 ( 20 ) 2 114 1 49

南小国町 1 ( 1 ) 50 ( 20 )

小 国 町 1 50 熊 本 市 35 ( 18 ) 1,964 ( 460 ) 27 2,024 8 217 11 529

産 山 村 ( 1 ) ( 29 ) 宇 城 10 ( 7 ) 630 ( 176 ) 7 358 1 19 3 180

高 森 町 1 ( 1 ) 80 ( 29 ) 玉 名 14 ( 7 ) 769 ( 156 ) 10 670 4 131 2 112

南阿蘇村 2 ( 2 ) 70 ( 40 ) 1 50 鹿 本 7 ( 1 ) 359 ( 20 ) 3 256 0 0 1 8

西 原 村 1 ( 1 ) 40 ( 20 ) 菊 池 9 ( 14 ) 530 ( 373 ) 7 526 3 71 2 61

御 船 町 1 ( 1 ) 50 ( 29 ) 1 54 阿 蘇 7 ( 8 ) 370 ( 196 ) 4 305 2 55 0 0

嘉 島 町 1 ( 1 ) 50 ( 29 ) 1 54 上 益 城 9 ( 7 ) 530 ( 176 ) 6 344 3 39 3 84

益 城 町 4 240 2 120 1 8 八 代 14 ( 5 ) 680 ( 145 ) 9 575 1 20 1 35

甲 佐 町 1 ( 2 ) 40 ( 40 ) 1 50 2 30 芦 北 6 ( 4 ) 320 ( 116 ) 3 250 2 45 2 160

山 都 町 2 ( 3 ) 150 ( 78 ) 2 120 2 31 球 磨 12 ( 9 ) 567 ( 196 ) 8 459 1 13 3 130

八 代 市 11 ( 5 ) 530 ( 145 ) 8 500 1 20 1 35 天 草 16 ( 13 ) 845 ( 302 ) 12 682 3 24 4 141

氷 川 町 3 ( 0 ) 150 ( 0 ) 1 75 県計 139 ( 93 ) 7,564 ( 2,316 ) 96 6,449 28 634 32 1,440

（資料）熊本県高齢者支援課調べ

（注）(  )内は地域密着型介護老人福祉施設の数を別掲したもの

介護老人
保健施設

介護老人福祉施設
(地域密着型介護老人福祉

施設)

介護老人
保健施設

介護療養
型

医療施設

介護医療
院

介護医療
院

施設数 定員 施設数 定員

介護療養
型

医療施設

介護老人福祉施設
(地域密着型介護老人福祉施

設)

平成26年4月以降、従来型部分とユニット型部分を区分してそれぞれ指定していることに伴い施設数に変動が生じ
ている。

各施設の定員は前年度と比べ、介護老人福祉施設及び地域密着型介護老人福祉施設は合わせて89床増加、介護老人
保健施設は増減なし、介護療養型医療施設は、医療療養病床や介護医療院等への転換等により、前年度と比べ7施設
168床減少した。また平成30年4月から創設された介護医療院は、療養病床等からの転換により前年度と比べ5施設142
床増加した。
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２－６０ 特別養護老人ホーム入所申込者状況調査結果の概要

１ 入所申込者数
平成31年4月1日現在における県内の特別養護老人ホーム入所申込者の状況を調査した

ところ、入所申込者数は4,572人（平成28年調査比：▲340人）であった。

２ 入所申込者の状況の概要
入所申込者数のうち、在宅（自宅）の人は1,035人（22.6％）であり、その中で、

要介護度が高い（要介護度3以上）人が988人（平成28年調査比：▲81人）であった。
なお、在宅者以外では、医療機関入院中の人が1,334人（29.2％）、介護老人保
健施設入所中の人が1,070人（23.4％）であった。

１ 入所申込者数（4,572人）の現在の居所別内訳

① 現在の居所別内訳

（担当）熊本県高齢者支援課

② 介護度別、認知症の度合い別内訳

２ 『在宅（自宅）（1,035人）』の介護度別、認知症の度合い別内訳

特別養護老人ホーム入所申込者状況調査集計表

8

20  

  4 1 65
7

50 2 1

20

70

20

7

50 20
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1
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1/3

1/3

1/3
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２－６０ 特別養護老人ホーム入所申込者状況調査結果の概要

１ 入所申込者数
平成31年4月1日現在における県内の特別養護老人ホーム入所申込者の状況を調査した

ところ、入所申込者数は4,572人（平成28年調査比：▲340人）であった。

２ 入所申込者の状況の概要
入所申込者数のうち、在宅（自宅）の人は1,035人（22.6％）であり、その中で、

要介護度が高い（要介護度3以上）人が988人（平成28年調査比：▲81人）であった。
なお、在宅者以外では、医療機関入院中の人が1,334人（29.2％）、介護老人保

健施設入所中の人が1,070人（23.4％）であった。

１ 入所申込者数（4,572人）の現在の居所別内訳

① 現在の居所別内訳

（担当）熊本県高齢者支援課

② 介護度別、認知症の度合い別内訳

２ 『在宅（自宅）（1,035人）』の介護度別、認知症の度合い別内訳

特別養護老人ホーム入所申込者状況調査集計表
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２－６２	 	 サービス付き高齢者向け住宅事業の登録制度	

	

１	 サービス付き高齢者向け住宅事業の登録制度の概要	

 

「サービス付き高齢者向け住宅」は、高齢者にふさわしいハード（バリアフリー構造・一定の面

積、設備）と安心できる見守りサービス（ケアの専門家による安否確認と生活相談サービス）を

備えた住まいで、「高齢者の居住の安定確保に関する法律（以下「高齢者住まい法」という。）」

の改正により、平成２３年１０月から登録がスタート。 

 

○サービス付き高齢者向け住宅の所在地が熊本市内の場合は熊本市が、熊本市以外にあ

っては熊本県が登録を行うとともに、高齢者住まい法に基づき事業者への指導・監督を行

う。 

○家賃やサービスなど住宅に関する情報が開示されることにより、自らのニーズにあった住ま

いの選択が可能。 

	

２	 主な登録基準	

  

（１）規模・設備 

○１戸あたりの床面積は、原則２５㎡以上。（一定の基準を満たす場合は１８㎡以上。） 

○各戸に原則、台所、水洗便所、収納設備、洗面設備、浴室を設置。（例外規定あり。） 

○バリアフリー構造であること。（段差のない床、手すりの設置、廊下幅の確保 等） 

 

 （２）サービス 

○安否確認サービスと生活相談サービスが必須。 

ケアの専門家が少なくとも日中建物に常駐し、これらのサービスを提供。 

 

 （３）契約関係 

○書面による契約であること。 

○専用部分が明示された契約であること。 

○受領することができる金銭は、敷金、家賃、サービスの対価のみ。（権利金やその他の金銭

は受領不可） 

○長期入院などを理由に事業者から一方的に解約できないことになっている等、居住の安

定が図られた契約内容であること。 

○住宅の整備に関する工事の完了前に、敷金及び家賃等の前払金を受領しないものである

こと。 

○家賃・サービスの対価の前払金を受領する場合は、以下の基準を満たすこと。 

・前払金の算定の基礎、返還債務の金額の算定方法が明示されていること。 

・入居後３月以内に、契約を解除（又は入居者が死亡したことにより契約が終了）した場合、

契約解除等の日までの日割計算した家賃等を除き、前払金を返還すること。 

・前払金に対し、必要な保全措置が講じられていること。 
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３	 登録窓口	

	

○一般財団法人熊本県建築住宅センター（熊本市以外の場合）	

（熊本市中央区水前寺六丁目 32 番 1 号	 Tel	096-385-0771	 Fax	096-285-6966）	

	 ○熊本市役所都市建設局住宅部住宅政策課（熊本市内の場合）	

	 	 （熊本市中央区手取本町 1 番 1 号	 Tel	096-328-2438	 Fax	096-359-6978）	

	

４	 補助制度（県による補助事業「熊本県サービス付き高齢者向け住宅制度補助金）」）	

	

○補助額：建設費の 1/5	 改修費の 2/3（補助額上限 160 万円/戸）	

※中山間地域等においては、補助率及び補助額を拡充（建設費の 1/4	 改修費の 5/6

（補助額上限 200 万円/戸））	

※改修費補助は既存建築物の用途、所有関係等によって補助条件が変わる。	

○補助の要件：サービス付き高齢者向け住宅に 10 年以上登録すること	 等	

	 	 ※その他、整備基準、管理基準等の付加基準がある。なお、対象地域は、熊本県内

（熊本市を除く）とし、事業参入が困難な中山間地域等を優先する。	

	

５	 補助制度（国による直接補助事業「サービス付き高齢者向け住宅整備事業」）	

	

○補助額：建設費の 1/10（補助額上限 90・120・135 万円/戸）	

改修費の 1/3（補助額上限 180 万円/戸	等）	

○補助の要件：サービス付き高齢者向け住宅に 10 年以上登録すること	 等	

	

	 	 	

	

	

	

	

 

※サービス付き高齢者向け住宅の登録情報の閲覧・制度紹介	

	 	 		http://www.satsuki-jutaku.jp/	

※熊本県サービス付き高齢者向け住宅制度補助金（県による補助事業）	

http://www.pref.kumamoto.jp/kiji_17261.html	

※サービス付き高齢者向け住宅整備事業（国による直接補助事業）	

	 	 	 http://www.koreisha.jp/service/ 
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２－６５ 介護職員処遇改善加算 

 

１ 目的 

  介護職員の処遇改善に取り組む事業者へ賃金の改善を行うことを目的として、平成２１年度に創設

された「介護職員処遇改善交付金」（平成２１年１０月サービス提供分から平成２４年３月サービス

提供分迄）を、介護報酬に円滑に移行するために創設された介護報酬の加算であり、平成２４年度か

ら実施。 

２ 内容 

（１）算定要件  

   （主な要件）  

    ・介護職員処遇改善加算の算定見込み額を上回る賃金改善を行う旨の介護職員処遇改善計画を

作成し、すべての介護職員に周知のうえ、熊本県・熊本市（地域密着型サービス及び総合事業

を実施している事業所にあっては市町村）に届け出ていること。 

・当該加算の算定額を上回る額の賃金改善を実施すること。 

・加算区分に応じた要件を満たしていること。 

（２）算定単位数 

   所定単位数（注１）×サービス毎に定める加算率（1.0%～13.7%）（注２） 

    （注１）所定単位数は、基本サービス費に各種加算減算を加えた総単位数とし、当該加算は区

分支給限度基準額の算定対象から除外 

    （注２）キャリアパス要件等の適合状況により加算区分Ⅰ～Ⅴの区分有 

        ※令和３年度の介護報酬改定において、加算Ⅳ及びⅤについては、一年間の経過措置

期間を設定し廃止することになっている。 

（３）支払方法 

   毎月の介護報酬として、国民健康保険団体連合会を通じて支払われる。 

（４）実施期間 

   令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

 

サービス区分 加算Ⅰ 加算Ⅱ 加算Ⅲ 加算Ⅳ 加算Ⅴ
○訪問介護　○夜間対応型訪問介護
○定期巡回・随時対応型訪問介護看護
○（介護予防）訪問入浴介護 5.8% 4.2% 2.3%
○通所介護　○地域密着型通所介護 5.9% 4.3% 2.3%
○（介護予防）通所リハビリテーション 4.7% 3.4% 1.9%
○（介護予防）特定施設入居者生活介護
○地域密着型特定施設入居者生活介護
○（介護予防）認知症対応型通所介護 10.4% 7.6% 4.2%
○（介護予防）小規模多機能型居宅介護
○複合型サービス
○（介護予防）認知症対応型共同生活介護 11.1% 8.1% 4.5%
○介護福祉施設サービス
○地域密着型介護老人福祉施設
○（介護予防）短期入所生活介護
○介護保健施設サービス
○（介護予防）短期入所療養介護（老健）
○介護療養施設サービス
○（介護予防）短期入所療養介護（病院等）
○介護医療院サービス
○（介護予防）短期入所療養介護（医療院）

介護職員処遇改善加算に係る加算率について

3.9% 2.9% 1.6%

2.6% 1.9% 1.0%

10.2% 7.4% 4.1%

8.3% 6.0% 3.3%

13.7% 10.0% 5.5%

2.6% 1.9% 1.0%

加算（Ⅲ）
により算
出した単
位
×０．９

加算（Ⅲ）
により算
出した単
位
×０．８

8.2% 6.0% 3.3%

 

 

（担当）熊本県高齢者支援課居宅介護班 
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２－６５ 介護職員処遇改善加算 

 

１ 目的 

  介護職員の処遇改善に取り組む事業者へ賃金の改善を行うことを目的として、平成２１年度に創設

された「介護職員処遇改善交付金」（平成２１年１０月サービス提供分から平成２４年３月サービス

提供分迄）を、介護報酬に円滑に移行するために創設された介護報酬の加算であり、平成２４年度か

ら実施。 

２ 内容 

（１）算定要件  

   （主な要件）  

    ・介護職員処遇改善加算の算定見込み額を上回る賃金改善を行う旨の介護職員処遇改善計画を

作成し、すべての介護職員に周知のうえ、熊本県・熊本市（地域密着型サービス及び総合事業

を実施している事業所にあっては市町村）に届け出ていること。 

・当該加算の算定額を上回る額の賃金改善を実施すること。 

・加算区分に応じた要件を満たしていること。 

（２）算定単位数 

   所定単位数（注１）×サービス毎に定める加算率（1.0%～13.7%）（注２） 

    （注１）所定単位数は、基本サービス費に各種加算減算を加えた総単位数とし、当該加算は区

分支給限度基準額の算定対象から除外 

    （注２）キャリアパス要件等の適合状況により加算区分Ⅰ～Ⅴの区分有 

        ※令和３年度の介護報酬改定において、加算Ⅳ及びⅤについては、一年間の経過措置

期間を設定し廃止することになっている。 

（３）支払方法 

   毎月の介護報酬として、国民健康保険団体連合会を通じて支払われる。 

（４）実施期間 

   令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

 

サービス区分 加算Ⅰ 加算Ⅱ 加算Ⅲ 加算Ⅳ 加算Ⅴ
○訪問介護　○夜間対応型訪問介護
○定期巡回・随時対応型訪問介護看護
○（介護予防）訪問入浴介護 5.8% 4.2% 2.3%
○通所介護　○地域密着型通所介護 5.9% 4.3% 2.3%
○（介護予防）通所リハビリテーション 4.7% 3.4% 1.9%
○（介護予防）特定施設入居者生活介護
○地域密着型特定施設入居者生活介護
○（介護予防）認知症対応型通所介護 10.4% 7.6% 4.2%
○（介護予防）小規模多機能型居宅介護
○複合型サービス
○（介護予防）認知症対応型共同生活介護 11.1% 8.1% 4.5%
○介護福祉施設サービス
○地域密着型介護老人福祉施設
○（介護予防）短期入所生活介護
○介護保健施設サービス
○（介護予防）短期入所療養介護（老健）
○介護療養施設サービス
○（介護予防）短期入所療養介護（病院等）
○介護医療院サービス
○（介護予防）短期入所療養介護（医療院）

介護職員処遇改善加算に係る加算率について

3.9% 2.9% 1.6%

2.6% 1.9% 1.0%

10.2% 7.4% 4.1%

8.3% 6.0% 3.3%

13.7% 10.0% 5.5%

2.6% 1.9% 1.0%

加算（Ⅲ）
により算
出した単
位
×０．９

加算（Ⅲ）
により算
出した単
位
×０．８

8.2% 6.0% 3.3%

 

 

（担当）熊本県高齢者支援課居宅介護班 

２－６６ 介護職員等特定処遇改善加算 

 

１ 目的 

  介護職員の確保・定着につなげていくため、処遇改善加算に加え、介護職員等特定処遇改善加算が

創設された。（令和元年１０月～） 

経験・技能のある介護職員に重点化しつつ、介護職員の更なる処遇改善という趣旨を損なわない程

度において、一定程度他の職種の処遇改善を行うことができる柔軟な運用が認められている。 

２ 内容 

（１）算定要件  

   （主な要件）  

    ・介護職員等特定処遇改善加算の算定見込み額を上回る賃金改善を行う旨の介護職員等特定処

遇改善計画を作成し、すべての介護職員に周知のうえ、熊本県・熊本市（地域密着型サービス

及び総合事業を実施している事業所にあっては市町村）に届け出ていること。 

・当該加算の算定額を上回る額の賃金改善を実施すること。 

・加算区分に応じた要件を満たしていること。 

（２）算定単位数 

   所定単位数（注１）×サービス毎に定める加算率（1.0%～6.3%）（注２） 

    （注１）所定単位数は、基本サービス費に各種加算減算を加えた総単位数とし、当該加算は区

分支給限度基準額の算定対象から除外 

    （注２）介護福祉士の配置等要件の適合状況により加算区分Ⅰ～Ⅱの区分有 

（３）支払方法 

   毎月の介護報酬として、国民健康保険団体連合会を通じて支払われる。 

（４）実施期間 

   令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで 

 

    

 

（担当）熊本県高齢者支援課居宅介護班 

サービス区分 加算Ⅰ 加算Ⅱ

〇訪問介護　〇夜間対応型訪問介護
〇定期巡回・随時対応型訪問介護看護

6.3% 4.2%

〇(介護予防)訪問入浴介護 2.1% 1.5%

〇通所介護　〇地域密着型通所介護 1.2% 1.0%

〇(介護予防)通所リハビリテーション 2.0% 1.7%

〇(介護予防)特定施設入居者生活介護

〇地域密着型特定施設入居者生活介護

〇(介護予防)認知症対応型通所介護 3.1% 2.4%

〇(介護予防)小規模多機能型居宅介護

〇複合型サービス

〇(介護予防)認知症対応型共同生活介護 3.1% 2.3%

〇介護福祉施設サービス

〇地域密着型介護老人福祉施設

〇(介護予防)短期入所生活介護

〇介護保健施設サービス

〇(介護予防)短期入所療養介護(老健)

〇介護療養施設サービス

〇(介護予防)短期入所療養介護(病院等)

〇介護医療院サービス

〇(介護予防)短期入所療養介護(医療院)

介護職員等特定処遇改善加算に係る加算率について

1.8% 1.2%

1.5% 1.2%

2.7% 2.3%

2.1% 1.7%

1.5% 1.1%

1.5% 1.1%
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（４） 認知症高齢者支援関係施策 

２－７２ 認知症対策の推進 
熊本県では「熊本県高齢者福祉計画・介護保険事業支援計画（第 7期）」等において、認知

症対策を重要施策の一つと位置づけ、①医療、②介護、③地域支援の 3つの柱を立て、総合的

に認知症対策を推進している。 

 

 
 

２－７３ 認知症高齢者数の現状（推計）（熊本県・全国） 

                                （単位：万人） 

 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来人口推計（平成 29 年推計）」及び平成 26 年度厚生労働科学

研究を基に熊本県認知症対策・地域ケア推進課作成 

（注）上段は各年齢層の認知症有病率が、平成 24 年（2012 年）以降一定と仮定した場合、下段は平成 24

年（2012 年）以降上昇すると仮定した場合の推計 

・年齢、性別、生活習慣病（糖尿病）の有病率が認知症の有病率に影響することがわかっている。 
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（４） 認知症高齢者支援関係施策 

２－７２ 認知症対策の推進 
熊本県では「熊本県高齢者福祉計画・介護保険事業支援計画（第 7期）」等において、認知

症対策を重要施策の一つと位置づけ、①医療、②介護、③地域支援の 3つの柱を立て、総合的

に認知症対策を推進している。 

 

 
 

２－７３ 認知症高齢者数の現状（推計）（熊本県・全国） 

                                （単位：万人） 

 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来人口推計（平成 29 年推計）」及び平成 26 年度厚生労働科学

研究を基に熊本県認知症対策・地域ケア推進課作成 

（注）上段は各年齢層の認知症有病率が、平成 24 年（2012 年）以降一定と仮定した場合、下段は平成 24

年（2012 年）以降上昇すると仮定した場合の推計 

・年齢、性別、生活習慣病（糖尿病）の有病率が認知症の有病率に影響することがわかっている。 
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２－８０　認知症サポーターアクティブチーム

　認知症サポーターの活動活性化を図るため、市町村が実施する実践研修を受講した認知症
サポーターが所属する団体で、認知症の方やその家族を支える活動を積極的に行っている団
体を県がアクティブチームとして認定する事業を平成30年度から実施。

（担当）熊本県認知症対策・地域ケア推進課

■認知症サポーターアクティブチーム認定団体一覧
圏域 市町村名 団体名 主な活動内容 認定年度

1 熊本市 OrangeProject サポーター養成、認知症カフェ運営等 H30
2 熊本市 くまんしょ福祉ネット ジュニアサポーター養成、交流会開催 H30
3 熊本市 にじいろLabo 高齢者疑似体験会の開催、認知症カフェ運営 H30
4 熊本市 ともにオレンジサポート 認知症カフェ、声掛け模擬訓練等 H30
5 熊本市 Team　輪(りん) 趣味の講座、レクレーション活動 H30
6 熊本市 FROM US 認知症カフェ運営、高齢者総合相談支援 H30
7 熊本市 今町認知症ささえ隊 認知症に関する啓発活動の実施 R元
8 熊本市 Let's　SOGO 相談活動、健康測定会実施 Ｒ２
9 宇城市 街なか図書館 認知症カフェ運営 H30
10 宇城市 脳いきいきサポーター 認知症予防事業支援、啓発活動 R元
11 宇城市 my　カフェ 認知症カフェ運営、地域での見守り活動 R元
12 宇城市 ごりょう五区カフェ 認知症カフェ運営、認知症高齢者徘徊模擬訓練 R元
13 荒尾市 新生地区福祉・認知症問題連絡協議会 地域での見守り活動、サポーター養成 R元
14 長洲町 長洲町社会福祉協議会 介護予防教室への協力、認知症カフェ運営支援 Ｒ２
15 菊池市 おれんじカフェ　なないろ 認知症カフェ運営 R元
16 菊池市 劇団　くらたけ サポーター養成講座でのミニ劇の実施 R元
17 菊池市 認知症の人と共にくらす会きくち 認知症に関する事例検討会、講演活動の実施 R元
18 菊陽町 認知症カフェみちくさ 認知症カフェ運営 H30
19 御船町 御船町サポーター協議会 介護予防教室への協力、地域での見守り活動 H30
20 御船町 御船町すまいるクラブ 認知症カフェ運営、専門的支援への繋ぎ H30
21 水俣市 傾聴グループみなまた 施設での傾聴活動、認知症フォーラム参加 H30
22 水俣市 あざれあ 地域での見守り活動、日常生活相談対応 H30
23 天草市 天草市脳いきいきST 通いの場での認知症予防メニュー実践 H30
24 天草市 あまくさ♡支える会 認知症カフェ運営、独自の研修会の開催 H30
25 上天草市 オレンジの会 認知症の人や家族に対する生活支援活動 R元
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